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報道関係各位 

2023 年 2 月 21 日 

一般社団法人 投資信託協会 

【2022 年 NISA、iDeCo 等の制度に関する調査】 

NISA・つみたて NISA の認知率は 7 割を超えている。 

各資産形成制度の利用促進が課題。 

一般社団法人投資信託協会（東京都中央区日本橋兜町 2－1、会長：松谷博司）は、全国 20

歳～79 歳の男女 2 万人を対象に、NISA、iDeCo 等の税制優遇制度、ETF・J リートの利用実態・意識

等について調査しました。 

調査結果の全体概要 

【NISA・つみたて NISA の認知・利用状況】 

●NISA の認知率は 81.5%（昨年 79.6％）、つみたて NISA は 75.2%（同 71.2％）で、上

昇傾向が続いているが、「名前も制度の内容も知っている」との回答は NISA32.0％、つみたて

NISA28.6％であり、制度内容の周知が課題。（報告書 P.10） 

●各制度の認知者のうち、現在金融商品を保有している人の割合は NISA が 17.1%、つみたて

NISA が 13.8%で、引き続き、投資行動に結び付けるための取り組みが課題。（報告書 P.11） 

●各制度の認知者のうち、口座未開設者の理由は、若年層では「投資に回すお金がないから」、「投

資の知識がないから／知識がないと難しそうだから」が多く、高齢層は「投資自体に関心がないから」

が多い。（報告書 P.58、71） 

【iDeCo（個人型確定拠出年金）の認知状況・保有商品】 

●iDeCo の認知率は 66.4％と過半数を超えるが、「名前も制度の内容も知っている」との回答は

20.3％であり、制度内容の周知が課題。なお、職業別で見ると、公務員は「名前も制度の内容も

知っている」との回答が 40.6%と高い。（報告書 P.14、P.98） 

●iDeCo の口座開設率（現在、掛金を拠出している）は 11.7%だが、職業別で見ると「公務員」

は 32.8%と比較的高い。（報告書 P.99） 

【Ｊリートに関する意識】 

●J リートの今後の購入意向（継続保有意向を含む）は 11.2%であるが、J リート現在保有層では

7 割近くとなっており、保有層においては満足度が高い。（報告書 P.48、49） 

●J リート現在保有層では、J リートの魅力点として「少額から不動産投資できる」、「比較的高い利回

りが期待できる」、「複数の不動産に分散して投資できる」、「運用益のほとんどが分配される」との回

答がいずれも 3 割を超えている。（報告書 P.45、46） 

  



 

2 

 

 

調査結果の主な特徴 

今回の調査結果の主な特徴として、以下の３点が挙げられます。 

① NISA・つみたて NISA の認知率は７割以上と高い。制度周知と利用者拡大に向けた取

組みが課題。若年層への更なる浸透が重要。 

② iDeCo の金融商品保有率は公務員が 32.8%と高い。企業型 DC を利用できない自営 

 業者や中小企業への周知が必要。 

③ J リート現在保有層の約 7 割は今後も購入・継続保有意向あり。J リートの魅力点を非保 

 有者層に伝える取り組みが重要。 

①  NISA・つみたて NISA の認知率は７割以上と高い。制度周知と利用者拡大に向けた取組みが 

 課題。若年層への更なる浸透が重要。 

NISA の認知率は 81.5%、つみたて NISA では 75.2%に達し、昨年度に引き続き、高い水準を維

持しています。一方で、金融商品を現在保有している割合は NISA が 17.1%、つみたて NISA が

13.8%となっています。 

  今後、NISA 制度の利用者を増やしていくことが大きな課題ですが、昨年度に引き続き、つみたて

NISA の現在金融商品保有率（利用率）の割合は上昇傾向にあります。中でも 20 代・30 代の若い

世代で、つみたて NISA の利用率が近年増加しており、NISA 制度の普及を促進するためには、若年層

の利用を促すことが特に重要であると考えられます。 

  なお、つみたて NISA の口座未開設理由では、20 代、30 代は「投資の知識がない／知識がないと難

しそうだから」といった理由が多く、若年層の投資知識の不足が制度利用のハードルになっていると考えられ

ます。 

NISA・つみたて NISA の認知率 

(対象者: 全数ベース／Q14①、Q14②／報告書 P.51、65) 

 

 

 

 

 

n= (%)

NISA　2022年 (20000) 81.5

NISA　2021年 (20000) 79.6

つみたてNISA

　　　　 2022年
(20000) 75.2

　　　　 2021年
(20000) 71.2

認知計

32.0

32.3

28.6

27.7

49.6

47.3

46.6

43.4

18.5

20.4

24.8

28.8

名前も制度の内容も知っている 名前は知っているが、制度の内容はよく分からない 知らない
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NISA・つみたて NISA の現在の金融商品保有率 

(NISA 対象者: NISA 制度認知者／Q15_1①／報告書 P.52) 

(つみたて NISA 対象者: つみたて NISA 制度認知者／Q15_1②／報告書 P.66) 
 

 

 

つみたて NISA の口座未開設理由 

(対象者: つみたて NISA 認知・口座未開設層／Q20②／報告書 P.71) 

 

 

  

【ベース：各制度の認知者】

n= (%)

NISA　2022年 (16303)

NISA　2021年 (15923)

つみたてNISA　2022年 (15044)

つみたてNISA　2021年 (14232)

17.1

18.3

13.8

13.5

2.0

2.4

0.6

0.5

2.4

2.9

1.2

1.3

3.1

2.8

1.6

1.6

1.9

2.0

1.0

1.3

73.5

71.6

81.8

81.8

口座を開設して、

現在も金融商品を

保有している

口座を開設し金融商品を

購入したが、現在は売却し

保有していない

口座を開設したが、

まだ金融商品を

購入したことはない

過去に口座を開設し

金融商品を保有していたが、

現在は口座を閉じている

過去に口座を開設したが、

金融商品を保有すること

なく口座を閉じた

今までに口座を

開設したことはない

n=

投資に

回す

お金が

ないから

投資の

知識が

ないから

／知識

がないと

難しそう

だから

投資自体

に関心が

ないから

どの商品

を購入

してよいか

わから

ないから

口座開設

の申込

手続きが

煩雑で

面倒

だから

制度の

内容を

知らない

から

年間の

非課税

投資

限度額

(120

万円)が

小さい

から

経済状況

など、商品

購入や口

座開設のﾀ

ｲﾐﾝｸﾞを見

定めている

から

非課税

期間が

短いから

株式や

投資信託

以外の

商品

(国債

など)が

購入でき

ないから

親族や知

人、友人

から投資

について

良い話を

聞かない

から

既に

十分な

資産

があり、

投資は

必要

ないから

その他 特に

理由は

ない

　TOTAL (12300) 16.6 13.1 11.9 11.2 10.1 9.0 5.6 2.8 2.5 1.6 1.4 1.1 2.2 43.7

20代 (1290) 20.0 22.0 9.6 17.4 16.4 12.1 4.8 5.5 3.0 2.6 2.9 1.8 1.6 35.0

30代 (1621) 19.1 18.4 8.2 15.7 13.3 11.8 6.4 4.6 2.0 2.0 0.9 1.0 2.0 38.5

(%)

n= (%)

20代　2022年 (1895)

20代　2021年 (1852)

20代　2020年 (1627)

30代　2022年 (2350)

30代　2021年 (2402)

30代　2020年 (2193)

22.7

20.5

16.0

25.1

22.0

17.7

1.5

1.4

4.9

0.9

0.4

2.0

2.7

2.5

5.7

1.7

2.2

4.7

3.4

3.5

1.6

2.0

1.8

0.9

1.6

2.1

1.2

1.1

1.6

0.9

68.1

70.1

70.7

69.0

72.0

73.9

口座を開設して、

現在も金融商品を

保有している

口座を開設し金融商品を

購入したが、現在は売却し

保有していない

口座を開設したが、

まだ金融商品を

購入したことはない

過去に口座を開設し

金融商品を保有していたが、

現在は口座を閉じている

過去に口座を開設したが、

金融商品を保有すること

なく口座を閉じた

今までに口座を

開設したことはない

つ

み

た

て
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② iDeCo の金融商品保有率は公務員が 32.8%と高い。自営業者や中小企業への周知が必要。 

iDeCo の認知率は 66.4%で昨年度に引き続き増加傾向となっているが、職業別では公務員の認知

率が 82.3%と比較的高くなっています。また、公務員は金融商品保有率も 32.8%と他の職業に比べて

高く、iDeCo の利用率が高い職業です。 

  iDeCo の投資商品未購入理由・未開設理由では「投資に回すお金がないため」が最も多く、年代別

では若年層ほど「60 歳まで引き出せないから」「制度の内容を知らないから」が多くなっており、自営業者や

中小企業も含めた、より幅広い層への周知が必要だと考えられます。 

iDeCo の認知率 

(対象者:全数ベース／Q14⑤／報告書 P.98) 

 

iDeCo での現在の金融商品保有率 

(対象者:制度認知者／Q15_3／報告書 P.99) 

 

iDeCo の投資商品未購入理由・口座未開設理由 

(対象者: 65 歳未満で、iDeCo での口座開設・投資性商品未購入、口座未開設層／Q25／報告書 P.106) 

 

n=

投資に回

すお金がな

いから

投資は

元本が

保証されな

いから

60歳まで

引き出せ

ないから

制度の

内容を

知らない

から

投資の

知識がない

から／知識

がないと

難しそうだ

から

制度が

複雑でよく

理解でき

ないから

どの金融商

品を購入し

たらよいか

わからない

から

口座開設

の申込手

続きが

煩雑で

面倒だから

自身の

所得状況

から所得税

額控除の

メリットが

ないから

投資したい

金融商品

がないから

他の制度に

入っている

から必要な

い

家族から

投資につい

て良い話を

聞かない

から

友人・知人

から投資に

ついて良い

話を聞かな

いから

マッチング拠

出を

選択して

いるから

その他 特に理由

はない

(8849) 21.8 19.2 17.4 15.8 13.3 12.7 8.3 6.4 4.2 3.8 3.5 1.5 1.3 1.2 2.4 30.7

20代 (1273) 24.0 11.9 27.7 18.7 13.8 12.4 7.5 7.5 2.5 3.4 3.4 1.4 1.8 1.2 1.6 27.3

30代 (1683) 22.5 14.4 25.5 17.3 14.4 14.4 8.6 7.7 4.3 2.7 4.1 1.5 1.2 1.7 1.8 28.5

40代 (2375) 24.2 20.1 19.9 15.4 14.4 13.1 8.9 6.7 4.5 3.5 2.7 1.5 0.9 1.2 1.7 28.3

50代 (2259) 22.6 23.3 9.8 16.4 12.4 12.8 9.1 5.8 4.6 4.6 3.5 1.3 1.3 1.2 1.6 31.2

60代 (1259) 12.8 23.7 4.8 10.8 10.6 9.6 6.4 4.1 4.7 4.6 4.4 1.7 1.7 0.6 6.6 40.9

TOTAL

年

代

別

(%)

n= (%)

認知計

(20000) 66.4

自営/自由業・農林漁業 (1374) 67.3

(7254) 74.8

公務員 (631) 82.3

専業主婦/主夫 (3410) 60.5

TOTAL

職

業

別

会社員､会社役員､

　　　　　　　派遣・契約社員など

20.3

20.9

31.3

40.6

10.8

46.1

46.4

43.5

41.7

49.7

33.6

32.7

25.2

17.7

39.5

名前も制度の内容も知っている 名前は知っているが、制度の内容はよく分からない 知らない

n= (%)

(13277) 

自営/自由業・農林漁業 (925) 

(5427) 

公務員 (519) 

専業主婦/主夫 (2064) 

TOTAL

職

業

別

会社員､会社役員､

　　　　　　　派遣・契約社員など

11.7

10.5

19.1

32.8

3.6

0.6

0.9

0.5

0.4

0.5

3.0

3.7

3.8

2.9

1.2

84.8

85.0

76.6

64.0

94.7

口座を開設して、現在も金融商品を

保有している（掛金を拠出している）

口座を開設して、現在も金融商品を

保有している（年金を受給している

（掛金は拠出していない））

過去に口座を開設し

金融商品を保有していたが、

現在は口座を閉じている

今までに口座を

開設したことはない
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③ J リート現在保有層の約 7 割は今後も購入・継続保有意向あり。J リートの魅力点を非保有者層 

 に伝える取り組みが重要。 

J リートの購入・継続保有意向の割合は、全体で 11.2%、さらに J リート現在保有層に絞ると、購入・

継続保有意向率が 7 割近くにのぼります。 

J リート現在保有層では、J リートの魅力点として「少額から不動産投資できる」「比較的高い利回りが 

期待できる」 が上位 2 つで 4 割弱を占めます。一方、不満点はいずれの項目も 10%台であることが、 

購入・継続保有意向率の高さに繋がっていると考えられます。今後、J リートの魅力を非保有層にも伝え、

J リートの魅力がより多くの人に認識されることが重要だと思われます。 

J リートの今後の購入・継続保有意向 

(対象者: 全数ベース／Q13②／報告書 P.49)  

 

 

 

J リートの魅力点 

(対象者:全数ベース／Q11②／報告書 P.46)  

 

 

 

J リートの不満点 

(対象者: J リート内容認知者、保有経験者／Q12／報告書 P.47)  

 

 

  

n=

少額から

不動産

投資できる

比較的

高い利回り

が期待

できる

複数の

不動産に

分散して

投資できる

専門家が

運用や

物件の

管理など

を行う

運用益の

ほとんどが

分配されて

いる

インフレ

対策になる

取引所で

売買が

できるため、

換金性

・流動性

が高い

賃料収入を

主な

分配金

原資として

いる

開示され

ている情報

が入手

しやすい

保有資産

にはオフィス

ビル～単

体、複合で

保有するタ

イプがある

高い利回り

を期待でき

る一方で

元本保証が

ない

ファンドに

よって決算

期が分散

している

わから

ない・

特にない

TOTAL (20000) 17.8 8.6 8.1 5.8 5.7 4.8 3.6 3.0 2.7 2.3 2.1 1.8 67.5

Jリｰト

現在保有層
(472) 38.6 37.3 31.6 15.9 32.8 20.1 21.8 14.2 7.4 12.3 5.7 9.5 11.2

(%)



 

＜お問い合わせ先＞ 一般社団法人 投資信託協会  広報部 広報企画室 

TEL：03-5614-8406   MAIL：jita-kouhou@toushin.or.jp 

調査概要 

⚫ 本調査について： 

長年にわたって、投資信託の保有状況等の実態、投資信託保有未経験者の意識等を定期的に調査

しています。 

URL:https://www.toushin.or.jp/statistics/report/research/ 

⚫ 調査期間：2022 年 9 月 30 日（金）～ 10 月 11 日（火） 

⚫ 調査方法：インターネット調査 

⚫ 調査地域：全国 

⚫ 対象者：20 歳～79 歳の男女個人 

⚫ サンプル数：総計 20,000 サンプル （日本の人口構成比に合わせて回収） 

⚫ 本調査のほか、本会では投資信託の保有実態・意識の把握を目的とした「投資信託に関する調査」や

シニア層を中心に投資実態・マインドを把握し、老後の生活満足度の向上に繋がる資産運用・投資信

託の活用を目的とした「シニア調査」を行っています。 

 

一般社団法人 投資信託協会について 

⚫ 名称：一般社団法人 投資信託協会 

⚫ 所在地：東京都中央区日本橋兜町 2－1 

⚫ 会長：松谷博司 

⚫ 設立：1957 年７月 

⚫ 事業内容：自主規制業務、各種制度改正の建議、投資信託等に関する啓発・普及活動など 

⚫ ホームぺージ：https://www.toushin.or.jp/ 

https://www.toushin.or.jp/statistics/report/research/

